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研究ノート
失業を含む貿易モデル
小
?
正 雄
1 序
最近のアメリカの保護貿易の動きは，国際経済学的に解明すべき多くの問題を提起して
いるが，アメリカを保護貿易にかりたてる最大の理由は失業問題であるので，失業の発生
を可能にするような貿易モデルにそくして，保護貿易の根拠を明らかにする必要がある。
周知のように，従来の国際貿易のモデルは完全雇用を前提にしている。したがって，失
業を含む貿易モデルによる保護貿易の主張はもともと考えられないのである。しかし多く
の先進国では，最低賃金制その他の理由によって賃金（率）は下方硬直的である。もし
（労働）市場で決まる賃金率が，制度的に与えられる最低賃金率よりも低ければ，失業の
発生はさけられないであろう。
失業ないし，生産要素の不完全利用を想定する貿易モデルも， Brecher,R (197 4, a. b,) 
Batra R. & A. C. Seth (1977), Hazari, B. R (-1978), Hillman, A. L. (1981)などに
よって展開されつつある。小論の課題は，これらの研究にそくして，賃金率の下方硬直性
という多くの先進国において一般的にみられる現実的な仮定を導入することによって，保
護貿易が選好される理由を明らかにすることである。そしてそれによって，最低賃金率の
引上げが保護貿易の主張を大きくする可能性を持っていることを示すことである。われわ
れが， アメリカを当事国として想定していることはいうまでもない。
2 失業の下ての生産可能曲線
この分野で基本的な文献となっている Brecher,R. (1974, a. b)は，夷質賃金率の下方
硬直性を仮定することによって，たとえば自由貿易の状態が封鎖経済の場合よりも優れて
いるとは限らないことなどを明らかにしている。そこで最初に Brecher(1974, a. b)に
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したがって．実質貨金率が下方硬直的な場合の生産可能性曲線を尊き，財価格比率と失業
率および実質所得水準の関係を明らかにしたい。
Brecher, R. (1974, a, b)のモデルは，通常のヘクシャー・オリーン・モデルを，一国
の実質賃金率が何らかの制度的な理由で，失業が生ずるような水準に外生的に与えられる
ような形に修正したものである。
いま自国の2つの財（第1財と第2財）があり，それが資本と労働という 2つの生産委
員を用いて生産されるものとする。両財の生産関数は規模に関して収穫一定と限界生産力
逓減に促うものとし，完全競争，完全な要素稼動性を仮定する。ただし，下方硬直的な夷
質賃金率が，第2財で表わして西の水準で与えられるものとする。そのような生産側の
モデルは，次のようになる。
X戸ふ(I¥凸）=L1カ(k;)
1 
p 一[f1(k1)-k1f1'(ki)]=flk2)-k2fz'⑯)=w全西
r=fi'(k1)=Pfl(k2) 
L必+L必＝尺
L+~=L~L 
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
(5) 
(1)は， i財 U=l,2)の生産関数であり， (2)は第2財で表わした実質賃金率妬が，実
質賃金率についての制約西を下回らないことを示している。 (3)は資本のレンタルが，そ
の限界生産物価値に等しいことを表わしており，また(4)は資本の完全利用の仮定を示して
いる。 (5)は，労働雇用量Lが労働存在量 Lを下回る可能性を表わす。ただし.pは第2
財の第1財に対する相対価格， k;=K;/らで.j財部門の資本労働比率， L1はi財部門
におとる労働雇用量， rは資本のレンクル．尺は資本存在量， Lは労働存在量， Lは労働
雇用量である。
いま初期に，瓦 EおよびPが与えられたとき， W戸西，L=lが成立するものとする。
この場合， (1)-[5)の8個の式によって， X;,k;, L;. wゎrの8個の変数が決まることにな
る。これは通常のヘクシャー・オリーンモデルと同じである。次にこのような状態から出
発して， Lおよびp(ないし西）が変化するものとする。その結果ふがどぅ変わるかを
明らかにすることによって，このような実質賃金率の下方硬直性の導入が，生産可能曲線
に与える効果を示すことができる。
まず，実質賃金率が伸縮的で，失業が生じない場合の自国の生産フロンティアが，図1
のTぶである。ただし，縦軸には労働集約的な第2財を，横軸には資本集約的な第1財
をとっている。それは， (1)--(5)のモデルで W2';;?:_西の制約をはずして，両部門における労
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X2 
X1 
働の限界生産物価値を W とおき， (5)で L=Lとおいた場合のふを財平面にえがいたも
のである。周知のように，このようなヘクシャー・オリーン・モデルでは， P,kiおよび
CiJ==W/1'の間には，部分特化である限りユニークな関係がある。しかし，何らかの理由に
よって自国の第2財で表わした実質賃金率 W2が巫に特定化された場合，生産フロンテ
ィアはどうなるであろうか。
まず，第2財で表わした実質賃金率妬が西に特定化されれば，それに対応した ki,P
が得られるが，それらを kj,Paとすれば， 図1でPaと乃Tiとの接点 R。が，初期に
W2が切に特定化された場合の生産点である。次に，財価格比率が P'の場合，ストルパ
ー・サムエルソン定理によって，生産点 R1に対応する第2財で表わした実質賃金率は上
昇し，実質賃金率についての制約条件はみたされる。したがって， Poより第2財の相対価．
格が高い場合には，生産フロンティア巧R。はいぜんとして有効である。しかし，逆に第
2財の相対価格が Poよりも低くなった場合，実質賃金率に関する制約はみたされず， し
たがって生産フロンティア R。Tiは有効でなくなる。では R。から右の領域における生産
フロンティアはどうなるであろうか。
もし PがPaより低下すれば， W2く西となるので，失業が発生し，生産フロンティア
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にひずみが生ずることになる。すなわち， P一定の下で第1財の生産を増加し，第2財の生
産を減少させるためには，労働量を第2財部門から第1財部門に移動させなければならな
いのであるが，第2財が労働集約的で第1財が資本集約的であるから，労働雇用嚢は減少
することになるのである。財価格比率一定の下での，そのような雇用量の減少に対応する
生産点の軌跡R。凡が， R。点より右の領域での生産可能曲線の一部である。このような軌
跡は，リプチンスキー線といわれるものである。より具体的には， R。から出発して，一
定の労働雇用黛を減少させることによって得られる生産フロンティア t2t~ の接線の傾斜が
Po線になるような Q点をつらねた直線が R。R1である。なお， R。凡線の式は，資本は
完全利用されており，労働雇用量が可変的であるから
dX2 ak1 ―=--<o (6) dX1 ak2 
となる。ただし， ak;=K1!めである。
さて， Poの下で次々に労働雇用量を減少させることによって， R1点の第1財に完全特
化する点に到達することになるのであるが，では R1点以後はどうなるであろうか。実は
R1点における失業が，第1財部門に吸収されていき，結局 T1点に到達するのである。
すなわち，たとえば第2財の相対価格がPoから P"に移行した場合，、生産点は R1より
右の B点になるのである。というのは， R1点での失業は，第1財で表わした実質賃金率
妬＝ふ(k1)-ki/1'(k1)を引下げるように作用し， (2)で Pの下落に応じて如も下落する
ことによって，叫こ西という制約を維持しながら，第1財部門における雇用量が拡大し，
その結果，第1財の生産量が増加するからである。そして， Pが十分下落し， T1点におけ
る生産フロンティア乃T1の接線の傾斜に等しくなった場合に，失業は解消し生産点は T1
になる。それ故に，このような実質賃金率の下方硬直性を想定した場合の生産フロンティ
アは， T2R必T1 となる。その中， Rぷ~Ti の部分（ただし両端を除く）では失業が存在
し，しかも R1点で失業が最も大きくなるのである。
3 貿易と実質所得水準
いま， w,~西のために，生産フロンティアが，図2の T2R虚1T1で与えられるものと
する。このような場合には，生産フロンティアが巧Rぷ江1の場合と違ったさまざまな
結果が得られる。
まず自国の封鎖経済の下での財価格比率がP'であり，生産点と消費点が完全雇用領域
の Riであり，実質所得水準が約の社会的無差別曲線で与えられるものとする。次に自
国を小国と仮定して，財価格比率が外生的に Poないし P"の大きさで与えられるものと
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X2 
x. 
P"' 
する。
さて P'がPoに第1財に有利化し，外国との貿易ベクトルが R。Gであれば，自国の
実質所得は約に上昇するが，しかし財価格がPoの場合，生産点は労働の雇用量に応じて
リプチンスキー線上に多くの可能性を持つことになる。そして，生産点が R。から R1に
向って移動するにつれて，したがってまた失業が増加するにつれて実質所得水準は一様に
低下し，凡点の場合実質所得水準は Uー 1になる。つまり，財価格比率がかから第1財
に有利化して Poになるとき，もし生産点が R。であれば，自国の実質所得水準は高まる
のであるが，外国との貿易ベクトルが R。G より大きくなり，生産点が R。から R1に向
ってシフトするにつれて．自国の実質所得は必らず低下するのである。生産点が R。から
R1に向ってシフトするということは，失業の増加によってPoで評価した生産額が低下す
ることを意味するので，それによる損失ががからPoへの交易条件の有利化による利益を
上回れば，自国は封鎖経済の状態に帰った方がいいのである。これは保護貿易を選好する
有力な根拠を与えるであろう。
次に，交易条件が第1財に更に有利化してがになったとしよう。この場合，生産点は
B点になり，実質所得水準は U。fこなる。しかしそれも封鎖経済の下での佑よりも低い
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のである。したがっていぜんとして，封鎖経済の状態の方がベターなのである。しかし，
第1財の相対価格ががよりも有利化し，生産点が B点から Ti点に到達する過程で，
実質所得水準が約と同一になる点が存在するのであり，その点を過ぐれば，自由貿易の
方がベターになるであろう。
いま，このような第1財の相対価格1/Pと実質所得水準との関係を図示すれば，図3の
ようになるであろう。実質所得水準が約より低い場合には，失業による生産の損失が貿
易の利益を上回ることになるのである。したがって，そのような場合には保護貿易へのイ
ンセンテイブが存在することになるであろう。
4 経済成長の効果
以上の議論は，生産要素量や技術水準が一定の静学的な側面におけるものであった。し
かし，生産技術が進歩し，生産要素量が拡大した場合，自国の実質所得水準も高まるであ
ろうか。必らずしもそうならないケースがありうるのである。いま自国の輸入財（第2財）
で集約的に用いられる労働量が増加するものとする。その場合，一定の財価格の下で第2
財の生産が増加し，第1財の生産が減少するので，新しい生産フロンティアは第2財にか
たよったものになるであろう。
図において，成長の前後を通じて，西は一定であり，したがって，それに対応する Po
も一定とする。それ故に，成長前の生産フロンティアが T2R。凡T{であり，成長後のそ
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Xi 
? ? X1 
れが， Ti'Ro'Ri'Ti'である。成長前に自国は T2R。凡四の生産フロンティア上の T2R2領
域，つまり完全雇用の下での P点で生産し， C点で消費して Uoの実質所得水準にあっ
たものとする。成長後に交易条件が PeからPe'に有利化するものとしよう。しかし交易
条件がこのように有利化しても， B'点における失業のために，実質所得水準が成長前の
Uoより低い U→に低下するのである。つまり，経済が成長し，しかも交易条件が有利化
しても，もし失業が存在すれば，実質所得が低下することが考えられるのである。
さて，このような問題との関連で，もし元という実質賃金率の下限が変化した場合，
自国の生産フロンティア四R。凡T1はどうなるであろうか。この問題は，たとえばアメリ
カの保護貿易の主張に関連して重要である。まず西が引下けられた場合， p。が下落し，
したがってリプチンスキー線R品は，右側に位置することになる。生産フロンティアの
歪みはより少なくなる。したがってまた，自由貿易によって実質所得が低下する可能性も
小さくなり，それだけ保護貿易の主張もやわらぐことになるであろう。逆に，巫の引上
げは，部分特化をもたらすような Poの値を引上げ，有効な生産フロンティアを内側にシ
フトさせるので，保護貿易の主張を高めることになるであろう。
しかし，巫を引下げるということは，技術進歩や資本蓄積による kiの上昇によって，
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労働の限界生産性を引上げ，生産フロンティアを一様に外側に拡張すると共に， R。R1線
を右側にシフトさせることになる。それだけ保護の主張をやわらげることになるであろ
う。
5 結び
われわれは， Brecherのモデルを加工することによって，実質賃金率の下限の存在が保
護貿易の根拠になりうることを明らかにすると共に，西の変化の効果を明らかにした。
周知のように，今日の多くの先進国では，最低賃金制の普及によって，このような実質
賃金率の下方硬直性は，かなり一般的な現象であると考えられるのである。ということは
それによって失業が発生しており，それに伴う生産側の損失が自由貿易の利益を上回り，
したがって保護貿易が行われるケースも十分ありうるのである。それ故に，最近特に顕著
になってきた先進国の保護貿易の主張をしずめるためには，労働生産性を引上げることが
基本的に重要である。小論は，このような新しい，しかも現実的な側面から保護貿易が選
好されることを明らかにすることを目的としている。
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